平成２６年度　第２回鶴岡市介護保険運営協議会並びに
第２回鶴岡市地域包括支援センター運営協議会議事録（概要）

· 日　　時　　平成２７年２月４日（水）　午後１時～午後２時３５分
· 会　　場　　総合保健福祉センターにこふる
· 出席委員　　

　　三原一郎（会長）、小林達夫（副会長）、日向常浩、上野利明、阿部真裕、阿部和廣、菅原淳、吉田誠、伊藤貫正、奥山正智、阿部繁子、小林正博

· 欠席委員

佐野治、佐藤佳子
· 市側出席委員

　　長寿介護課長 佐藤正規、同課主幹兼地域包括支援センター所長 菅原繁、羽黒庁舎市民福祉課長　国井儀昭、櫛引庁舎市民福祉課長　山口弘男、朝日庁舎市民福祉課長　　　渡辺健、温海庁舎市民福祉課長　石塚みさ、長寿介護課長補佐 佐藤正直、地域包括支援センター所長補佐 叶野真弓、長寿介護課主査 冨樫博、五十嵐美恵子、鈴木真由美、同課専門員 伊藤邦子、上林一志、帶谷友洋
· 公開・非公開の別　　　　公　開

· 傍聴者の人数　　　　　　２　人

· 次　　第

1． 開　　会

2． 会長挨拶

3． 報告協議等
鶴岡市介護保険運営協議会

（１）平成２６年度介護保険の運営状況について

（２）第６期介護保険事業計画の概要について

　　　　

　鶴岡市地域包括支援センター運営協議会
（１）平成２６年度地域包括支援センターの運営状況について

　　４．その他
　　５．閉　　会

○協議内容
１．開　　会　　（午後１時）

２．会長挨拶　　　
３．報告協議等（議長：三原一郎会長）
鶴岡市介護保険運営協議会

（1） 平成２６年度介護保険の運営状況について
（説明：帶谷友洋長寿介護課専門員　佐藤正直長寿介護課課長補佐）

◆質問意見等

[委員]　介護員の確保が出来ない施設もあるとのことだが、今後の見通しは。
[事務局]　聴き取りの結果は、厳しい状況のようです。この状況は本市に限ったものではないようですが、今後、状況把握を行い、場合によっては対策を講じていかなければならないと考えております。
[委員]　特別養護老人ホームの報酬が下がると言われているが、その影響は。
[事務局] 介護報酬全体でマイナス２．２７％となることは示されたが、サービス毎の詳細の状況はまだ示されていない、特別養護老人ホーム、デイサービスはかなり引き下げられるだろうと言われているようです。
（2） 第６期介護保険事業計画の概要について
（説明：佐藤正直長寿介護課課長補佐）
◆質問意見等

[委員]　総合事業の実施を平成２９年４月からとしていますが、この見込みにおいての予防訪問介護、予防通所介護の単価はどのようにしたのか。
[事務局] 予防訪問介護、予防通所介護の単価については、まだ、決定していないことから、現在の予防訪問介護、予防通所介護の単価を用いて見込んでおります。

　　　今回の制度改正は、専門性の高い介護員からのサービス提供でなくともできる生活援助などについては、そうした実施主体にお願いし、介護給付費を抑える大きなねらいがあるということは、ご理解いただきたと存じます。
[委員]　総合事業を実施する事業所のあり方はイメージしているか。

[事務局] 国もさまざまな実施主体を考えるべきとして例なども示しておりますが、現時点では、まだそれを示せる段階にありません。

[委員]　補足給付の対象基準に預貯金を勘案するとしており、金融機関への照会をあるとのことでしたが、その具体的な手法はどのようなものか。

　　[事務局] 補足給付の見直しは平成２７年８月からの実施となることから、国から具体的なものが示されるのはこれからと思われます。
　　[委員]　総合事業について、地域によっては新たな実施主体が出てこないこともある。介護給付費を抑えることが優先し、サービス利用出来なくなるような事態にならないようにしていただきたい。
　　[委員]　総合事業の内容が示されるのは、いつ頃か。

　　[事務局]　大枠については、平成２７年度の出来るだけ早い時期に示していければと考えております。
　　[委員]　介護サービス見込量のところで、居宅サービス費が平成２８年度だけが一時的に下がっているがなぜか。
　　[事務局]　平成２８年から１８名定員以下のデイサービスについては居宅サービスから地域密着型サービスに移行されることによるものです。
　　[委員]　介護員の確保が難しい状況下で、３年間これだけの施設整備ができるのか。

　　[事務局]　この計画は、市内の各事業所の施設整備意向調査も参考とし、整備可能なものとして掲げたものです。また、整備年度についても、最終年度に集中しないように分散した整備を図っていきたいと考えております。
　　[委員]　保険料についてですが、第５期においては他市町村と比較してもかなり高いよ

うでしたが、第６期はどのくらいの位置にあるのか。

　　[事務局]　県内の市町村の保険料について、１月時点のものですが、３５市町村のうち、公表できないとしているのが２市町村、7,000円台が１市町村、6,000円台が５市町村、4,000円台が４市町村、残りが5,000円台となっております。
　[委員]　この保険料の金額が市民に理解していただけるのか。その周知方法は。
　[事務局]　計画に対するパブリックコメントを実施しますし、また、保険料を徴収する際に丁寧に説明してまいります。
　[委員]　この保険料は高いけれども、見方によっては介護サービスが整備されており、供給がなされているからとも言えますね。

　[委員]　この保険料の算定には、財政安定化基金としてお金を借りているものも反映されているわけで、いくら位借りているのか。
　[事務局]　第５期においては5,000万円を借りる予定をしておりまして、それを第６期の３年間で均等に返済することとなります、利息は付きません。第４期は１億9,000万円を借りております。
　[委員]　 鶴岡の保険料は、施設整備が必要だから高くなるということなのか。
　[事務局]　保険料と施設整備の関係からすると、保険料は施設整備されたものを使ってのサービス提供量によるもので、前期に整備された施設が影響するものです。
　[委員]　 鶴岡の特別養護老人ホームの整備数は全国的に比べて多いのか少ないのか。

　[事務局]　人口規模、高齢化率が類似している北見市、岩国市、唐津市などの特別養護老人ホームの整備数をみても７００床弱であり、鶴岡とほぼ同じくらいの整備数となっています。
鶴岡市地域包括支援センター運営協議会
（１）平成２６年度地域包括支援センターの運営状況について
資料３　平成２６年度地域包括支援センター運営状況について

　　　　　　　　　　　　（説明：叶野真弓地域包括支援センター所長補佐）

　平成２６年度地域包括支援センターヒアリングの結果より
　　　　　　　　　（説明：菅原繁地域包括支援センター所長）
　平成２６年度地域ケアネットワークの取組みについて

（説明：叶野真弓地域包括支援センター所長補佐）

◆質問意見等

[委員]　温海地域は利用できる施設が限られ、かつ地域外の施設を利用する場合も相当な遠距離になり、地域包括ケアシステムを構築するのが困難な地域である。例えば地理的な理由で通所リハビリや訪問看護のサービスの利用が限られている。短期入所療養介護は１医院に１人の定員枠しかない。新潟県に老人保健施設はあるが、通常のショートステイ利用者で一杯で医療依存度の高い方の受け入れ先が非常に少なく、やむを得ず遠方の施設を利用するため、移動にも費用がかかる現状である。これらについてはケアマネジャーと包括支援センターが一緒に悩んでいるが解決できないのが実情である。温海地域では１年間で３％人口が減っており、民間の事業所の進出も見込めない。今後、新しく生活支援、介護予防事業を実施するに際して、一律にではなく地域の様々な課題を考慮して実施し、温海地域でも地域包括ケアシステムが機能するようにしてほしい。

　[事務局]　認知症高齢者のケアプラン検証を行った際、温海地域の事例もあり、その中に「使えないサービス」があるために、家族の負担が大きなことが地域課題としてあがっている。地域それぞれ特有の課題もあり、今後、課題を分析して、どういった方策が必要なのか、地域でどのようにして支え合えるのか検討していく。

[委員]　課題解決は、個々のケースで対応することが大切である。具体的には子供が東京に就職し、母親が自宅にいるという事例である。子供さんからスマートフォンを見せてもらったが、自宅の玄関口と台所が写っており、母親が移動しているのが見える。１０分おきに東京でチェックしている。親類中で協力して管理しているとのこと。このようにＩＴを使った見守りを行い、併せてヘルパー、訪問看護を利用していくことが必要であると思う。在宅生活を維持するにはこうしたものも必要である。
４．その他　　なし　
５．閉　会　（午後２時３５分）　（佐藤正直長寿介護課長補佐）
